１．改正高齢法の義務

高年齢者の安定した雇用の確保義務

高年齢者雇用安定法の改正により、平成１８年４月１日から、６５歳未満の定年の定めをしている事業主は、高年齢者の６５歳※１までの安定した雇用を確保するため、次の①から③のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければならないこととなりました※２。


※１　この年齢は、男性の年金（定額部分）の支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ、男女同一に、平成２５年４月１日までに段階的に引き上げられます。例として、60歳定年企業における「高年齢者雇用確保措置　実施義務化年齢段階的引上げスケジュール」のイメージ図をこのページの下に掲載しましたので、ご参照ください。

※２　措置を講じるにあたり、就業規則の作成、変更等を行った場合は労働基準監督署に届け出ていただく必要があります。（右ページ「就業規則等への記載例」をご参照ください。）
※３　継続雇用制度については、原則は希望者全員を対象とする制度の導入が求められますが、各企業の実情に応じ労使の工夫による柔軟な対応が取れるよう、事業主が、「労使協定」により、継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、措置を講じたものとみなされます。
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62歳

義務

63歳

義務

63歳

義務

64歳

義務

63歳

義務

64歳

義務

65歳

義務

定年

定年

定年

継続雇用

終了

継続雇用

終了

継続雇用

終了

63歳

義務

64歳

義務

定年

継続雇用

終了

高年齢者雇用確保措置

実施義務化年齢段階的引上げのイメージ


２．措置を講じるにあたっての各種支援




就業規則を作成、又は変更した場合は、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、ない場合は労働者の過半数を代表する者の意見書を添えて、所轄労働基準監督署長に届け出てください。
なお、以下に示す記載例は、厚生労働省が指針として示しているものではありません。就業規則の作成・変更、労使協定を締結する際は、労使で十分協議の上、各企業の実情に応じた内容となるようにしてください。







高年齢者雇用確保措置の実施が


義務づけられました！！





措置の対象年齢を引き上げる際の費用が大きな負担となる場合





高年齢者雇用アドバイザー


人事・労務管理制度等に関する専門的・技術的ノウハウ等をアドバイスいたします！





詳細は、下記のHPをご参照ください。


� HYPERLINK "http://www.jeed.or.jp/elderly/employer/elder01.html" ��http://www.jeed.or.jp/elderly/employer/elder01.html�





高年齢雇用継続基本給付金


賃金が60歳到達等時点に比べ、75％未満に低下した状態で働き続ける方に支給されます！





詳細は、下記のHPをご参照ください。


� HYPERLINK "http://www.hellowork.go.jp/html/info_1_h3d.html" ��http://www.hellowork.go.jp/html/info_1_h3d.html�





継続雇用制度奨励金


65歳以上までの定年の引上げ､継続雇用制度の導入等を行う際の費用を一部助成いたします！





詳細は、下記のHPをご参照ください。


�HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/e01-2.html"��http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/e01-2.html�





①　定年の引上げ


②　継続雇用制度の導入※３


③　定年の定めの廃止








　定年の引上げ　を行う場合


第○条　従業員の定年は満65歳とし、65歳に達した月の末日をもって退職とする。





賃金の低下等に伴う高年齢者の就業意欲の低下などが懸念される場合





人事・労務管理制度等の改善に関する専門的・技術的ノウハウが不十分な場合





就業規則等への記載例　(参考資料)








　継続雇用制度の導入　を行う場合


　②-1　希望者全員を継続雇用する場合


第○条　　従業員の定年は満６０歳とし、６０歳に達した月の末日をもって退職とする。ただし、本人が希望する場合は６５歳まで継続雇用する。





　②-2-1　「対象者に係る基準」を労使協定で定めた場合


第○条　従業員の定年は満６０歳とし、６０歳に達した月の末日をもって退職とする。ただし、本人が希望し、高年齢者雇用安定法第９条第２項に基づき労使協定により定められた基準に該当した者については６５歳まで継続雇用する。


　②-2-2　「対象者に係る基準」を労使協定で定め、その基準を就業規則にも書き込む場合


第○条　従業員の定年は満６０歳とし、６０歳に達した月の末日をもって退職とする。ただし、高年齢者雇用安定法第９条第２項に基づく労使協定の定めるところにより、次の各号に掲げる基準のいずれにも該当する者については、６５歳まで継続雇用する。


引き続き勤務することを希望している者


②　直近の健康診断の結果、業務遂行に問題がないこと


③　○○○○○





※ 継続雇用制度は原則は希望者全員を対象とする制度の導入が求められますが、事業主が「労使協定」により、継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、措置を講じたものとみなされます。
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